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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非晶性ポリエステル樹脂層（Ａ）、ポリエチレンテレフタレート系樹脂（ＰＥＴ）層（
Ｂ）、接着性樹脂層（Ｃ）、ポリアミド樹脂層（Ｄ）、エチレン含有率２９～４７モル％
のエチレン－酢酸ビニル共重合体ケン化物樹脂（ＥＶＯＨ）層（Ｅ）、およびシール性樹
脂層（Ｆ）を有する共押出フィルムであって、
　前記ＰＥＴ層（Ｂ）のみが酸化チタンを含有し、該酸化チタンの含有量が、前記ＰＥＴ
層（Ｂ）を構成するＰＥＴ１００質量部に対し１～３質量部であり、
　前記非晶性ポリエステル樹脂及び前記ＰＥＴの極限粘度（ＩＶ）が、０．６４～０．９
０ｄｌ／ｇであり、
　かつフィルム全体の厚み（ｔ）に対する前記非晶性ポリエステル樹脂層（Ａ）及び前記
ＰＥＴ層（Ｂ）の厚みの合計（ａ＋ｂ）の比〔（ａ＋ｂ）／ｔ〕が、０．７５～０．９５
であることを特徴とする深絞り成形用共押出フィルム。
【請求項２】
　前記ＥＶＯＨ層（Ｅ）に隣接する上層および下層が前記ポリアミド樹脂層（Ｄ）である
請求項１に記載の深絞り成形用共押出フィルム。
【請求項３】
　下記の（１）～（４）から選ばれる層構成を有する請求項１または２に記載の深絞り成
形用共押出フィルム。
　　（１） Ａ ／ Ｂ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ ／ Ｆ
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　　（２） Ａ ／ Ｂ ／ Ａ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ ／ Ｆ
　　（３） Ｂ ／ Ａ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ ／ Ｆ
　　（４） Ｂ ／ Ａ ／ Ｂ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ／ Ｆ
【請求項４】
　前記ポリアミド樹脂が、６ナイロン、６６ナイロン、６－６６ナイロン、１２ナイロン
、１１ナイロン、６１０ナイロン、６１２ナイロン、６Ｉ－６Ｔナイロン、およびＭＸＤ
６ナイロンからなる群から選ばれる１種または２種以上の混合物である請求項１～３のい
ずれかに記載の深絞り成形用共押出フィルム。
【請求項５】
　前記シール性樹脂層（Ｆ）を構成する樹脂が、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン
（ＰＰ）、ポリプロピレン－ポリエチレン共重合体（ＰＰ－ＰＥ）、エチレン－酢酸ビニ
ル共重合体（ＥＶＡ）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、直鎖状低密度ポリエチレン（
ＬＬＤＰＥ）、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、ポリブテン－１、およびエチレン系ア
イオノマーからなる群から選ばれる１種または２種以上の混合物である請求項１～４のい
ずれかに記載の深絞り成形用共押出フィルム。
【請求項６】
　前記ポリアミド樹脂層（Ｄ）、前記ＥＶＯＨ層（Ｅ）、および前記シール性樹脂層（Ｆ
）の厚み比が、２～２５：２～３０：５～８０である請求項１～５のいずれかに記載の深
絞り成形用共押出フィルム。
【請求項７】
　フィルム全体の厚みが、１５０～６００μｍである請求項１～６のいずれかに記載の深
絞り成形用共押出フィルム。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれかに記載の深絞り成形用共押出フィルムにより形成された底材。
【請求項９】
　請求項８に記載の底材を用いた深絞り成形容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、共押出フィルム、このフィルムを用いた底材および深絞り成形容器に関し、
特に、高衝撃強度、良好な成形性および優れた外観性を有する深絞り成形容器として好適
な共押出フィルム、このフィルムを用いた底材および深絞り成形容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　深絞り成形用フィルムの製法としては、一般に接着剤により各層を積層するドライラミ
ネート法と、いずれかの材料を基材として複数の層を同時に積層する共押出法とが知られ
ている。
【０００３】
　従来、深絞り成形用フィルムとしては、例えば、厚さ１５０～６００μｍの無定形ポリ
エステル樹脂からなるシートに、ＥＶＯＨ層、Ｎｙ層及びシール層の構成からなる厚さ１
００μｍ以下の共押出フィルムを接着させる接着加工法（ドライラミネート法）により作
製された、以下の層構成を有するフィルムが知られている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　無定形ポリエステルシート／／共押出フィルム（ＥＶＯＨ層／Ｎｙ層／シール層）
【０００５】
　上記層構成において、「シール層」とは深絞り成形容器の底材において、蓋材との接合
面を構成する層をいう。また「シート」は、共押出複合フィルムとは別途作製されたシー
ト状部材を意味する。また、上記層構成における表記「／／」は、その前後に記載されて
いる層がドライラミネート法により接合されていることを、「／」はその前後に記載され
ている層が共押出法により接合されていることを示している。以下においても同様の表記
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を使用する。また、「ＥＶＯＨ」はエチレン－酢酸ビニル共重合体ケン化物樹脂を、「Ｎ
ｙ」はポリアミド樹脂を意味する。
【特許文献１】特開平１１－３３３９９４号公報（特許請求の範囲、［０００８］）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、従来の深絞り成形用フィルムを得る工程における接着加工法では、使用するフ
ィルムの種類によっては、接着工程において層間に気泡が入りやすく、層間剥離強度が低
下するとともに、外観性が損なわれ、かつ残留溶剤により食品の安全性が低下するといっ
た問題があった。また、この方法では、積層工程が複雑化するため、生産性が悪化し、製
造コストがかかってしまうという問題があった。
【０００７】
　一方、上記方法で得られた従来の成形用フィルムを深絞り成形機により成形加工する場
合、フィルムの剛性から、フィルムを挟持するチャック部分でフィルムに割れが発生しや
すいという問題があった。さらに、ガス置換包装で得られた従来の上記成形用フィルムか
らなるパック品を、４℃以下低温下でチルド流通する場合、ポリエステル樹脂の特徴から
脆性破壊が起こり、パック品の底材が割れてしまうという問題があった。
【０００８】
　本発明は、上記従来技術の課題を解決するためになされたものであり、本発明の目的は
、高衝撃強度と良好な成形性と優れた外観性とを併有する深絞り成形用共押出フィルムを
提供することにある。
【０００９】
　さらに本発明のもう一つの目的は、高衝撃強度と優れた外観性を有する、前記フィルム
から形成される底材およびこの底材を用いた深絞り成形容器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者は、上記課題を解決するために、成形用フィルムを構成する材料および層構成
につき鋭意検討した。その結果、本発明者は、所定の組成物を共押出しすることにより、
高い衝撃強度、優れた成形性及び優れた外観特性を有するフィルムが得られることを見出
し、本発明を完成するに至った。
【００１１】
　第一の本発明は、非晶性ポリエステル樹脂層（Ａ）、ポリエチレンテレフタレート系樹
脂（ＰＥＴ）層（Ｂ）、接着性樹脂層（Ｃ）、ポリアミド樹脂層（Ｄ）、エチレン含有率
２９～４７モル％のエチレン－酢酸ビニル共重合体ケン化物樹脂（ＥＶＯＨ）層（Ｅ）、
およびシール性樹脂層（Ｆ）を有する共押出フィルムであって、前記ＰＥＴ層（Ｂ）のみ
が酸化チタンを含有し、該酸化チタンの含有量が、前記ＰＥＴ層（Ｂ）を構成するＰＥＴ
１００質量部に対し１～３質量部であり、前記非晶性ポリエステル樹脂及び前記ＰＥＴの
極限粘度（ＩＶ）が、０．６４～０．９０ｄｌ／ｇであり、かつフィルム全体の厚み（ｔ
）に対する前記非晶性ポリエステル樹脂層（Ａ）及び前記ＰＥＴ層（Ｂ）の厚みの合計（
ａ＋ｂ）の比〔（ａ＋ｂ）／ｔ〕が、０．７５～０．９５であることを特徴とする深絞り
成形用共押出フィルムである。
【００１２】
　前記ＥＶＯＨ層（Ｅ）に隣接する上層および下層は前記ポリアミド樹脂層（Ｄ）である
ことが好ましい。
【００１３】
　前記深絞り成形用共押出フィルムにおいて、下記の（１）～（４）から選ばれる層構成
を有することが好ましい。
（１） Ａ ／ Ｂ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ ／ Ｆ
（２） Ａ ／ Ｂ ／ Ａ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ ／ Ｆ
（３） Ｂ ／ Ａ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ ／ Ｆ
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（４） Ｂ ／ Ａ ／ Ｂ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ／ Ｆ
【００１４】
　前記ポリアミド樹脂は、６ナイロン、６６ナイロン、６－６６ナイロン、１２ナイロン
、１１ナイロン、６１０ナイロン、６１２ナイロン、６Ｉ－６Ｔナイロン、およびＭＸＤ
６ナイロンからなる群から選ばれる１種または２種以上の混合物であることが好ましい。
【００１５】
　前記シール性樹脂層（Ｆ）を構成する樹脂は、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン
（ＰＰ）、ポリプロピレン－ポリエチレン共重合体（ＰＰ－ＰＥ）、エチレン－酢酸ビニ
ル共重合体（ＥＶＡ）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、直鎖状低密度ポリエチレン（
ＬＬＤＰＥ）、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、ポリブテン－１、およびエチレン系ア
イオノマーからなる群から選ばれる１種または２種以上の混合物であることが好ましい。
【００１７】
　前記ポリアミド樹脂層（Ｄ）、前記ＥＶＯＨ層（Ｅ）、および前記シール性樹脂層（Ｆ
）の厚み比は、２～２５：２～３０：５～８０であることが好ましい。
【００１８】
　フィルム全体の厚みは１５０～６００μｍであることが好ましい。
【００１９】
　第二の本発明は、上記の深絞り成形用共押出フィルムにより形成された底材である。
【００２０】
　第三の本発明は、上記の底材を用いた深絞り成形容器である。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、従来の深絞り成形用フィルムとは異なる上記の材料および層構成を有
する深絞り成形用共押出フィルムとすることによって、高い衝撃強度、良好な成形性およ
び優れた外観性を併有する深絞り成形容器とすることができる深絞り成形用フィルムを提
供することができる。さらに本発明によれば、高衝撃強度と優れた外観性を有する、前記
フィルムで形成された底材およびこの底材を用いた深絞り成形容器を提供することができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、本発明の深絞り成形用共押出フィルム（以下「本発明のフィルム」ともいう）、
該フィルムで形成される底材、および該底材を用いた深絞り成形容器（以下「本発明の底
材、成形容器」ともいう）について詳細に説明する。
【００２３】
　［深絞り成形用共押出フィルム］
  ＜非晶性ポリエステル樹脂層（Ａ）＞
  本発明のフィルムは、ポリエチレンテレフタレート系樹脂（ＰＥＴ）層（Ｂ）の外層に
非晶性ポリエステル樹脂層（以下「Ａ層」ともいう。）を積層する。従来、外層にＰＥＴ
層を形成した場合には、ＰＥＴが低粘性であるため、共押出法でフィルムを作製するとＰ
ＥＴ層に流れムラや表面粗れを生じてしまうとの理由から、予め作製したＰＥＴフィルム
と共押出フィルムとをドライラミネート法により接着させる手法が一般的であった。本発
明のフィルムは、ＰＥＴ層上に非晶性ポリエステル樹脂層を配置することにより、従来不
適とされてきた共押出法により作製可能としたフィルムである。
【００２４】
　本発明のフィルムのＡ層で用いられる非晶性ポリエステル樹脂とは、多価アルコール成
分１００モル％中に１，４－シクロヘキサンジメタノール成分が５モル％以上含まれるポ
リエステル樹脂をいう。非晶化度を高める観点から、１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル成分を１０モル％以上、好ましくは１２モル％以上、さらに好ましくは１５モル％以上
含むことが望ましい。一方、１，４－シクロヘキサンジメタノール成分が多すぎると、フ
ィルムの衝撃強度が低下してしまうため、上限は５０モル％とすることが好ましく、４７
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モル％以下とすることがより好ましく、４５モル％以下とすることがさらに好ましい。
【００２５】
　本発明のフィルムでは、耐破れ性、衝撃強度、耐熱性などを考慮すれば、Ａ層で使用す
る非晶性ポリエステル樹脂を構成するユニット１００モル％中にエチレンテレフタレート
ユニットが５０モル％以上、好ましくは５５モル％以上、さらに好ましくは６０モル％以
上となるように選択することが好ましい。したがって、多価カルボン酸成分１００モル％
中にテレフタル酸成分（テレフタル酸またはそのエステルから形成される成分）を５０モ
ル％以上、多価アルコール成分１００モル％中にエチレングリコール成分を５０～９５モ
ル％、好ましくは５５～９０モル％、さらに好ましくは６０～８８モル％含有させること
が望ましい。
【００２６】
　上記多価アルコール成分を形成するための多価アルコール類としては、上述した１，４
－シクロヘキサンジメタノールおよびエチレングリコールの他に、１，３－プロパンジオ
ール、トリエチレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、
３－メチル－１，５－ペンタンジオール、ネオペンチルグリコール、２－メチル－１，５
－ペンタンジオール、２，２－ジエチル－１，３－プロパンジオール、１，９－ノナンジ
オール、１，１０－デカンジオールなどのアルキレングリコール、トリメチロールプロパ
ン、グリセリン、ペンタエリスリトール、ジエチレングリコール、ダイマージオール、ポ
リオキシテトラメチレングリコール、ポリエチレングリコール、ビスフェノール化合物ま
たはその誘導体のアルキレンオキサイド付加物なども併用できる。
【００２７】
　また、多価カルボン酸成分を形成するための多価カルボン酸類としては、上述のテレフ
タル酸およびそのエステルの他に、芳香族ジカルボン酸、それらのエステル形成誘導体、
脂肪族ジカルボン酸などを用いることができる。芳香族ジカルボン酸としては、例えば、
イソフタル酸、ナフタレン－１，４－ジカルボン酸、ナフタレン－２，６－ジカルボン酸
、５－ナトリウムスルホイソフタル酸などが挙げられる。またこれらの芳香族ジカルボン
酸やテレフタル酸のエステル誘導体としてはジアルキルエステル、ジアリールエステルな
どの誘導体が挙げられる。脂肪族ジカルボン酸としては、グルタル酸、アジピン酸、セバ
シン酸、アゼライン酸、シュウ酸、コハク酸などや、通常ダイマー酸と称される脂肪族ジ
カルボン酸が挙げられる。さらに、ｐ－オキシ安息香酸などのオキシカルボン酸、無水ト
リメリット酸、無水ピロメリット酸などの多価カルボン酸を、必要に応じて併用してもよ
い。
【００２８】
　この他、多価アルコール類、多価カルボン酸類ではないが、ε－カプロラクトンに代表
されるラクトン類も一部使用してもよい。ラクトン類は、開環して両端にエステル結合を
有するユニットとなるものであり、１つのラクトン類由来のユニットが、カルボン酸成分
であり、かつアルコール成分であると考えることができる。よって、ラクトン類を用いる
場合、１，４－シクロヘキサンジメタノール成分量や、他の多価アルコール成分の量は、
フィルムの全多価アルコール成分量に、ラクトン類由来のユニット量を加えた量を１００
モル％として計算する。また、各多価カルボン酸成分の量を計算する際も、フィルムの全
多価カルボン酸成分量に、ラクトン類由来のユニット量を加えた量を１００モル％とする
。
【００２９】
　Ａ層で用いられる非晶性ポリエステル樹脂としては、例えば、多価アルコール成分が１
，４－シクロヘキサンジメタノールおよびエチレングリコールからなり、かつ多価カルボ
ン酸成分がテレフタル酸からなるポリエチレンテレフタレート樹脂を好適に用いることが
できる。例えば、イーストマン社製の商品名ＰＥＴＧが市販されており、これを使用する
のが好ましい。
【００３０】
　Ａ層の厚みは、製膜上とコスト的な観点から２～２５０μｍの範囲であることが好まし
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く、３～１００μｍの範囲であることがさらに好ましく、４～５０μｍの範囲であること
が最も好ましい。
【００３１】
　＜ポリエチレンテレフタレート系樹脂（ＰＥＴ）層（Ｂ）＞
  本発明のフィルムのＰＥＴ層（以下「Ｂ層」ともいう）は、フィルムに剛性、強度、成
形性を付与するための層である。Ｂ層で使用可能なＰＥＴは、エチレンテレフタレートユ
ニットを８０モル％以上含む樹脂である。好ましいＰＥＴは、エチレンテレフタレートユ
ニットを８３モル％以上含み、より好ましくは８５モル％以上含む。
【００３２】
　上記Ｂ層を構成するＰＥＴは、以下に記載の多価カルボン酸成分と多価アルコール成分
とにより形成され得る。多価カルボン酸成分としては、エチレンテレフタレートユニット
を構成するテレフタル酸の他、芳香族ジカルボン酸、脂肪族ジカルボン酸および脂環式ジ
カルボン酸のいずれも用いられる。
【００３３】
　上記芳香族ジカルボン酸としては、イソフタル酸、オルトフタル酸、５－ｔｅｒｔ－ブ
チルイソフタル酸などのベンゼンジカルボン酸類；２，６－ナフタレンジカルボン酸など
のナフタレンジカルボン酸類；４，４’－ジカルボキシジフェニル、２，２，６，６－テ
トラメチルビフェニル－４，４’－ジカルボン酸などのジカルボキシビフェニル類；１，
１，３－トリメチル－３－フェニルインデン－４，５－ジカルボン酸およびその置換体；
１，２－ジフェノキシエタン－４，４’－ジカルボン酸およびその置換体などが挙げられ
る。また上記脂肪族ジカルボン酸としては、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸
、アジピン酸、アゼライン酸、セバチン酸、ピメリン酸、スベリン酸、ウンデカン酸、ド
デカンジカルボン酸、ブラシリン酸、テトラデカンジカルボン酸、タプシン酸、ノナデカ
ンジカルボン酸、ドコサンジカルボン酸などが挙げられる。さらに、上記脂環式ジカルボ
ン酸としては、１，４－ジカルボキシシクロヘキサン、１，３－ジカルボキシシクロヘキ
サン等が挙げられる。
【００３４】
　上記多価アルコール成分としては、ポリエチレンテレフタレートユニットを構成するエ
チレングリコールの他、脂肪族ジオール、脂環式ジオールおよび芳香族ジオールのいずれ
も用いることができる。
【００３５】
　上記脂肪族ジオールとしては、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、ブタン
ジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，１０－デカンジオール、ネオペンチルグリコ
ール、２－メチル－２－エチル－１，３－プロパンジオール、２－ジエチル－１，３－プ
ロパンジオール、２－エチル－２－ｎ－ブチル－１，３－プロパンジオールなどが挙げら
れる。また、上記脂環式ジオールとしては、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，
４－シクロヘキサンジメタノールなどが挙げられる。さらに、上記芳香族ジオールとして
は、２，２－ビス（４’－β－ヒドロキシエトキシジフェニル）プロパン、ビス（４’－
β－ヒドロキシエトキシフェニル）スルホンなどのビスフェノール系化合物のエチレンオ
キサイド付加物；キシリレングリコールなどが挙げられる。また、上記多価アルコール成
分としては、ポリエチレングリコールやポリプロピレングリコール等のポリアルキレング
リコールなどを用いることもできる。
【００３６】
　このような多価カルボン酸成分と多価アルコール成分を用いて上記Ｂ層に用いられるＰ
ＥＴを調製するには、深絞り成形用共押出フィルムとしての特性を改良するため、１種類
以上の多価カルボン酸成分または多価アルコール成分を組み合わせて用いることが好まし
い。組み合わせられるモノマー成分の種類および含有量は、所望のフィルム特性、経済性
などに基づいて適宜決定することができる。
【００３７】
　上記ＰＥＴは、単一の共重合レジンを用いてもよいし、２種類以上の共重合またはホモ
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ポリエステルの混合物を用いることも可能である。経済上の観点から、ホモのポリエチレ
ンテレフタレートやポリエチレンテレフタレートコポリマーなどを好適に用いることがで
きる。例えば、三井化学社製、商品名ＧＭ（ＡＰＥＴ）が市販されており、これを使用す
るのが好ましい。
【００３８】
　Ｂ層の厚みは、リジット性（腰）及びコスト的な観点から５０～５５０μｍの範囲であ
ることが好ましく、１００～５２０μｍの範囲であることがさらに好ましく、１３０～５
００μｍの範囲であることが最も好ましい。
【００３９】
　本発明のフィルムは、低温において衝撃強度を付与する目的で、Ａ層で用いられる非晶
性ポリエステル樹脂及びＢ層で用いられるＰＥＴは、極限粘度（ＩＶ）が０．６４～０．
９０ｄｌ／ｇのものを用いる。極限粘度（ＩＶ）は、製膜後のＡ層とＢ層のシート状試料
３００ｍｇを溶媒３０ｍｌ（フェノ－ルと１，１，２，２－テトラクロルエタンとの混合
溶媒、質量比＝１：１）に溶解させ、ウベローゼ型粘度計を用いて、試料落下時間を測定
し極限粘度値を計算して得ることができる。極限粘度（ＩＶ）が０．６４ｄｌ／ｇ以上で
あればフィルム剛性、強度及び成形性に対する良好な改良効果が得られ、また、極限粘度
（ＩＶ）が０．９０ｄｌ／ｇ以下であれば製膜性が良好である。両樹脂の極限粘度（ＩＶ
）は、好ましくは０．６５～０．８７ｄｌ／ｇであり、さらに好ましくは０．６８～０．
８５ｄｌ／ｇである。
【００４０】
　＜接着性樹脂層（Ｃ）＞
  本発明のフィルムは、層間剥離強度を向上させる目的で接着性樹脂層（以下「Ｃ層」と
もいう。）を有する。Ｃ層で用いられる接着性樹脂は、Ｃ層が隣接するＢ層およびポリア
ミド樹脂（ＰＡ）層（以下「Ｄ層」ともいう。）、並びにＥＶＯＨ層（以下「Ｅ層」とも
いう）およびシール性樹脂層（以下「Ｆ層」ともいう。）を必要な強度（好ましくは層間
剥離強度が５．８８Ｎ／ｍｍ幅以上、より好ましくは７．８４Ｎ／１５ｍｍ幅以上、さら
に好ましくは９．８Ｎ／１５ｍｍ幅以上）で接着させることができれば特に限定されない
が、不飽和カルボン酸またはその誘導体で変性されたポリオレフィン系樹脂が好適に用い
られる。かかる不飽和カルボン酸としては、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、フ
マル酸、クロトン酸、イタコン酸、シトラコン酸等が挙げられる。またこれら不飽和カル
ボン酸のエステルや無水物も用いることができる。さらに誘導体としてアクリル酸メチル
、メタクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ブチル、メ
タクリル酸ブチル、酢酸ビニル、グリシジルアクリレート、グリシジルメタクリレート、
アクリルアミド、メタクリルアミド、アクリル酸ナトリウム等を挙げることができる。例
えば、三井化学社製、商品名アドマーが市販されており、これを使用するのが好ましい。
中でもＢ層とＥ層とを接着させる場合、ポリオレフィンベースのものが有用である。また
、Ｅ層とＦ層とを接着させる場合、直鎖状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）タイプのも
のが好適に使用される。
【００４１】
　Ｃ層の厚みは、必要な強度に接着することができれば特に制限はないが、２～３０μｍ
、好ましくは３～２０μｍ、さらに好ましくは５～１５μｍの範囲とすることができる。
【００４２】
　＜ポリアミド樹脂層（Ｄ）＞
  本発明のフィルムを構成するポリアミド樹脂層（Ｄ層）は、フィルムに衝撃強度を付与
し、かつガスバリア性を付与するための層である。Ｄ層で用いられる好適なポリアミド系
樹脂としては、例えば、６ナイロン、６６ナイロン、６９ナイロン、６－６６ナイロン、
１２ナイロン、１１ナイロン、６１０ナイロン、６１２ナイロン、６Ｉ－６Ｔナイロン、
ＭＸＤ６ナイロン等の縮合単位の重合体またはこれら２種以上との共重合体さらにはこれ
らの混合物を挙げることができる。中でも６－６６ナイロンまたは６ナイロンの混合物を
好適に用いることができる。例えば、三菱エンジニアリングプラスチックス社製の商品名



(8) JP 4563758 B2 2010.10.13

10

20

30

40

50

ＭＯＶＡＭＩＤが市販されており、これを使用するのが好ましい。
【００４３】
　Ｄ層は、厚すぎると製膜上困難となる場合があり、逆に薄すぎると面荒れやスジのよう
なトラブルの原因となる場合がある。そのため、Ｄ層の厚みは２～２５μｍの範囲、好ま
しくは３～２０μｍの範囲、さらに好ましくは４～１５μｍの範囲とすることが望ましい
。
【００４４】
　＜エチレン－酢酸ビニル共重合体ケン化物樹脂（ＥＶＯＨ）層（Ｅ）＞
  本発明のフィルムは、ガスバリア性を付与するためにエチレン－酢酸ビニル共重合体ケ
ン化物樹脂（ＥＶＯＨ）層（Ｅ層）を有する。Ｅ層を形成する樹脂は、エチレン－酢酸ビ
ニル共重合体ケン化物（ＥＶＯＨ）であり、エチレン含有率が２９～４７モル％、好まし
くは３２～４４モル％である。ＥＶＯＨのケン化度は、９０％以上、好ましくは９５モル
％以上のものが望ましい。ＥＶＯＨのエチレン含有量およびケン化度を上記範囲に保つこ
とにより、本発明のフィルムの共押出性、フィルムの強度を良好なものとすることができ
る。例えば、日本合成化学社製の商品名ソアノールが市販されており、これを使用するの
が好ましい。
【００４５】
　Ｅ層の厚みは２～３０μｍ、好ましくは３～２５μｍ、さらに好ましくは５～２０μｍ
の範囲とすることができる。Ｅ層の厚みが薄すぎると良好な酸素バリア性を保つことが困
難になる。一方、Ｅ層の厚みが厚すぎるとフィルムの共押出性が悪化し、フィルム強度を
保持する上で不利になる。
【００４６】
　＜シール性樹脂層（Ｆ）＞
  本発明のフィルムは、シール性を確保する目的で、蓋材との接合面を構成する最内層と
してシール性樹脂層（Ｆ層）を有する。Ｆ層を構成する樹脂としては、例えば、ポリエチ
レン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリプロピレン－ポリエチレン共重合体（ＰＰ
－ＰＥ）、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）
、直鎖低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、ポリブテ
ン－１、およびエチレン系アイオノマーからなる郡から選ばれる１種または２種以上の混
合物を挙げることができる。
【００４７】
　上記樹脂のうち、ＬＤＰＥは密度０．９２以上のものが好ましく、ＨＤＰＥは密度０．
９５以上のものが好適に用いられる。またエチレン系アイオノマーのベースポリマーとな
るエチレン－不飽和カルボン酸共重合体としては、エチレン成分を７０～９９質量％、特
に８０～９５質量％、不飽和カルボン酸成分を１～３０質量％、特に５～２０質量％含有
するものを挙げることができる。またエチレンと不飽和カルボン酸以外にその他の不飽和
モノマー成分を０～２５質量％、特に０～１２質量％の割合で共重合されたものを用いる
ことができる。さらに、総和が上記条件を満たす限り、不飽和カルボン酸成分単位の異な
るものを２種以上用いてもよい。
【００４８】
　またＰＰは、ランダムＰＰ、ホモＰＰまたはブロックＰＰのいずれも用いることができ
るが、比較的高い軟化温度を有するランダムＰＰを用いることが好ましい。
【００４９】
　エチレン系アイオノマーを構成する不飽和カルボン酸成分としては、例えば、アクリル
酸、メタクリル酸、エタクリル酸、フマル酸、マレイン酸、マレイン酸モノメチルエステ
ル、マレイン酸モノエチルエステル、無水マレイン酸などを例示でき、特にメタクリル酸
またはアクリル酸が好ましい。
【００５０】
　また、他の不飽和モノマー成分としては、例えば、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ
）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチルの
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ようなアクリル酸エステルやメタクリル酸エステル、あるいは酢酸ビニルなどが例示でき
る。
【００５１】
　エチレン－不飽和カルボン酸共重合体アイオノマーにおける金属カチオンとしては、リ
チウム、ナトリウム、カリウムなどのアルカリ金属、マグネシウム、カルシウムなどのア
ルカリ土類金属、亜鉛などの遷移金属を例示できる。金属イオンによる中和度は、特に限
定されないが、平均中和度が３％以上、好ましくは１０～９０％からなるものが好適であ
る。
【００５２】
　アイオノマーとしては、例えば、１９０℃、２１．１７Ｎにおけるメルトフローレート
が０．１～５０ｇ／１０分、特に０．２～３０ｇ／１０分程度のものを使用するのが好ま
しい。
【００５３】
　Ｆ層を構成する樹脂としては、上記の樹脂のうち、特にフィルムの成形時に熱板にフィ
ルム付着し難いＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ、ＰＰ－ＰＥ共重合体（好ましくはＰＰ－ＰＥラン
ダム共重合体）等の軟化温度の高いポリオレフィン系樹脂、またはエチレン系アイオノマ
ーを好適に用いることができる。
【００５４】
　Ｆ層の厚みは、良好なシール性が確保できれば厚みは限定されないが、５～８０μｍ、
好ましくは８～５０μｍ、さらに好ましくは１０～３０μｍの範囲とすることができる。
【００５５】
　本発明のフィルムは、深絞り成形用底材とした場合に優れた外観性を得る目的で、Ａ層
、Ｂ層、およびＦ層からなる群から選ばれる少なくとも１層に着色剤を含有させる。着色
剤の含有量は、Ａ層を構成する非晶性ポリエステル樹脂１００質量部、Ｂ層を構成するＰ
ＥＴ１００質量部、またはＦ層を構成するシール性樹脂１００質量部に対して、それぞれ
１～１０質量部であることが好ましく、１～５質量部であることがより好ましく、１～３
質量部であることが特に好ましい。着色剤の含有量が少なすぎると、底材として用いた場
合に良好な外観が得られない場合があり、また着色剤の含有量が多すぎると、低温衝撃性
が低下する場合がある。
【００５６】
　本発明において用いる着色剤としては、無機系または有機系の顔料または染料を用いる
ことができる。例えば、白色系の顔料としては、塩基性炭酸鉛、塩基性硫酸鉛、塩基性珪
酸鉛、亜鉛華、硫酸亜鉛、リトポン、酸化アンチモン、酸化チタン、炭酸カルシウム、酸
化亜鉛、硫酸バリウム、タルク等を用いることができる。また、黒色系の顔料としては、
鉄黒、黒鉛、カーボンブラック等を用いることができる。これらの中で、無機系の顔料を
用いることが、優れた外観性を得る点から好ましく、特に、白色の外観を得る場合には、
酸化チタンを用いることが好ましい。また、着色剤は、二種以上を混合して使用すること
もできる。
【００５７】
　例えば、Ｂ層の厚みが２００～４５０μｍ程度であれば、ヘーズ測定による光全透過率
は、１５～３０％が優れた外観性を得る点から望ましく、そのためには、Ｂ層における着
色剤の含有量は上記の範囲とすることが好ましい。
【００５８】
　＜フィルムの層構成＞
【００５９】
　本発明のフィルムは、フィルム全体の厚み（ｔ）に対するＡ層及びＢ層の厚みの合計（
ａ＋ｂ）の比〔（ａ＋ｂ）／ｔ〕は、０．７５～０．９５であり、好ましくは０．７７～
０．８８であり、さらに好ましくは０．７９～０．８５である。前記厚み比が０．７５以
上であれば、剛性に対する改良効果が得られ、また厚み比が０．９５以下であれば、成形
性が劣るという問題もないため好ましい。
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【００６０】
　本発明のフィルムにおいて、ポリアミド樹脂層（Ｄ層）、ＥＶＯＨ層（Ｅ層）およびシ
ール性樹脂層（Ｆ層）の厚み比は、２～２５：２～３０：５～８０であり、好ましくは３
～２０：３～２５：８～５０、さらに好ましくは４～１５：５～２０：１０～３０ある。
Ｄ層～Ｆ層の各層の厚み比が上記範囲内であれば、耐衝撃性、酸素バリア性およびシール
性を良好に維持できるほか、製膜上のコストを安価に抑えることができる。
【００６１】
　また、本発明のフィルムの合計厚みは、１５０～６００μｍ、好ましくは１８０～５５
０μｍ、さらに好ましくは２００～５００μｍの範囲であることが望ましい。フィルムの
合計厚みが小さすぎると、適度な剛性が得られず、フィルムの腰が弱く、深絞り成形した
後のガスパック包装容器等として利用しにくい場合がある。一方、フィルムの合計厚みが
大きすぎると、フィルムの成形性、打ち抜き性に劣り易い場合がある。
【００６２】
　本発明のフィルムは、以下の態様で構成することができる。
（１） Ａ ／ Ｂ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ ／ Ｆ
（２） Ａ ／ Ｂ ／ Ａ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ ／ Ｆ
（３） Ｂ ／ Ａ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ ／ Ｆ
（４） Ｂ ／ Ａ ／ Ｂ ／ Ｃ ／ Ｄ ／ Ｅ ／ Ｄ ／ Ｃ／ Ｆ
【００６３】
　上記（１）～（４）の層構成は、共押出成形時に製造条件を調整することにより作製す
ることができる。上記（１）と（２）の層構成では、非晶性ポリエステル樹脂層（Ａ層）
を最外層に配することにより、共押出成形時に発生するオリゴマーの発生を低減できると
いう利点があるため好ましい。また、上記（３）の層構成では、最外層（底材を形成した
場合に蓋材と接触する最内層とは反対側の層）のＰＥＴ層（Ｂ層）と接着性樹脂層（Ｃ層
）との間に非晶性ポリエステル樹脂層（Ａ層）を介在させることにより、Ｂ層およびＣ層
間において接着不良が発生するのを防止することができる。さらに上記（１）から（４）
のいずれの層構成においても、ＥＶＯＨ層（Ｅ層）が隣接する上層および下層は、ポリア
ミド樹脂層（Ｄ層）であるため、接着樹脂層（Ｃ層）とＥＶＯＨ層（Ｅ層）とを積層した
場合に、頻繁に発生する流れムラを解消できる。また、ＥＶＯＨ層（Ｅ層）と接着樹脂層
（Ｃ層）とを積層した場合よりも、ポリアミド樹脂層（Ｄ層）と接着樹脂層（Ｃ層）とを
積層した場合の方が、層間剥離強度を強くすることができる。
【００６４】
　＜深絞り成形用共押出フィルムの製造方法＞
  本発明のフィルムは、Ｔダイ法、水冷または空冷インフレーション法、チューブラ法な
ど既存の方法により、Ｔダイを備えた押出機を用いて共押出しすることにより、非晶性ポ
リエステル樹脂層（Ａ層）、ＰＥＴ層（Ｂ層）、接着性樹脂層（Ｃ層）、ポリアミド樹脂
層（Ｄ層）、ＥＶＯＨ層（Ｅ層）、及びシール性樹脂層（Ｆ層）を同時に積層して作製す
ることができる。また、本発明のフィルムは、Ａ～Ｆ層の各層を構成する樹脂を別々にシ
ート化した後にプレス法やロールニップ法などを用いて積層して逐次的に作製することも
できる。本発明のフィルムは、作業性および生産性等の点から好ましくは前者の方法で作
製することができる。
【００６５】
　［深絞り成形容器用底材および深絞り成形容器］
  本発明のフィルムは、深絞り包装機を用いて内容物に対応した大きさおよび形状を有す
る深絞り成形容器用底材に成形することができる。特に本発明のフィルムを深絞り成形容
器の底材として用いる場合、光沢性に優れた深絞り成形容器を得ることができる。深絞り
成形容器用底材として用いる場合、例えば、本発明のフィルムを深絞り成形型で所望の形
状および大きさに成形した後（フィルム供給工程及びフィルム成形工程）、その中にスラ
イスハム等の内容物を充填し（内容物充填工程）、さらにその上から蓋材フィルムでシー
ルして（蓋材フィルム供給工程およびシール工程）、真空包装し（真空包装工程）、冷却
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し（冷却工程）、カットすることにより（切断工程）、深絞り成形容器を作製することが
できる。
【００６６】
　本発明の深絞り成形容器の蓋材は、本発明のフィルムによりシール可能であり、本発明
のフィルムのイージーピール性が得られれば特に制限はない。例えば、延伸ポリプロピレ
ン樹脂層と透明蒸着ポリエチレンテレフタレート系樹脂と直鎖状低密度ポリエチレン（Ｌ
ＬＤＰＥ）層をラミネートした蓋材や延伸ポリエチレンテレフタレート樹脂と共押出フィ
ルム（ＥＶＯＨとＮｙを含み、ＬＬＤＰＥをシール層としたフィルム）をラミネートした
蓋材を挙げることができる。
【００６７】
　本発明の深絞り成形容器は、上記の蓋材と本発明の底材とをヒートシール等の接着手段
により接着させることにより作製することができる。
【実施例】
【００６８】
　以下、本発明の実施例を示すが、本発明はこれに限定されるものではない。
  ＜製膜＞
  （実施例１）
  以下の層構成および各層の厚みを有する本発明の深絞り成形用共押出フィルムを共押出
法により製膜した。また、ＰＥＴ層に、ＰＥＴ１００質量部に対してＴｉＯ２を２．５質
量部添加した。
  非晶性ポリエステル樹脂層（２０μｍ）／ＰＥＴ層（ＴｉＯ２を２．５質量部含有）（
２１０μｍ）／接着性樹脂層（１０μｍ）／ポリアミド樹脂層（５μｍ）／ＥＶＯＨ層（
１０μｍ）／ポリアミド樹脂層（５μｍ）／接着性樹脂層（１０μｍ）／シール性樹脂層
（３０μｍ）
  各層に用いた樹脂を以下に示す。
非晶性ポリエステル樹脂層：ＰＥＴＧ６７６３（イーストマン社製）
ＰＥＴ層：ＡＰＥＴ（ＧＭ７００（三菱化学社製））
接着性樹脂層：アドマーＮＦ５００（三井化学社製）
ポリアミド樹脂層：ＮＯＶＡＭＩＤ（６－６６共重合ナイロン（６６ナイロン含有率１５
％））（三菱エンジニアリングプラスチックス社製）
ＥＶＯＨ層：ソアノール（エチレン含量４４モル％タイプ）（日本合成化学社製）
シール性樹脂層：ノバテックＬＤ（ＬＤＰＥ（融点１０９℃）（日本ポリエチレン社製）
）
【００６９】
　（実施例２）
  以下の層構成および各層の厚みを有する本発明の深絞り成形用共押出フィルムを共押出
法により製膜した。また、ＰＥＴ層に、ＰＥＴ１００質量部に対してＴｉＯ２を５．０質
量部添加した。
  非晶性ポリエステル樹脂層（２０μｍ）／ＰＥＴ層（ＴｉＯ２を５．０質量部含有）（
２１０μｍ）／接着性樹脂層（１０μｍ）／ポリアミド樹脂層（５μｍ）／ＥＶＯＨ層（
１０μｍ）／ポリアミド樹脂層（５μｍ）／接着性樹脂層（１０μｍ）／シール性樹脂層
（３０μｍ）
  各層に用いた樹脂を以下に示す。
非晶性ポリエステル樹脂層：ＰＥＴＧ６７６３（イーストマン社製）
ＰＥＴ層：ＡＰＥＴ（ＧＭ７００（三菱化学社製））
接着性樹脂層：アドマーＮＦ５００（三井化学社製）
ポリアミド樹脂層：ＮＯＶＡＭＩＤ（６－６６共重合ナイロン（６６ナイロン含有率１５
％））（三菱エンジニアリングプラスチックス社製）
ＥＶＯＨ層：ソアノール（エチレン含量４４モル％タイプ）（日本合成化学社製）
シール性樹脂層：ノバテックＬＤ（ＬＤＰＥ（融点１０９℃）（日本ポリエチレン社製）
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）
【００７０】
　（実施例３）
  ＴｉＯ２３．０質量部を非晶性ポリエステル樹脂層にさらに含有させたことを除き、実
施例２と同様の方法により深絞り成形用共押出フィルムを製膜した。
【００７１】
　（実施例４）
  ＴｉＯ２３．０質量部をシール性樹脂層にさらに含有させたことを除き、実施例２と同
様の方法により深絞り成形用共押出フィルムを製膜した。
【００７２】
　（比較例１）
  以下の層構成および各層の厚みを有するフィルムを共押出法およびドライラミネート法
を組み合わせた製法により製膜した。また、ＰＥＴ層に、ＰＥＴ１００質量部に対してＴ
ｉＯ２を２．５質量部添加した。
  ＰＥＴ層（ＴｉＯ２を２．５質量部含有）（２５０μｍ）／／ＥＶＯＨ層（１０μｍ）
／ポリアミド樹脂層（５μｍ）／接着性樹脂層（１０μｍ）／シール性樹脂層（２５μｍ
）
  各層に用いた樹脂を以下に示す。
ＰＥＴ層：ＡＰＥＴ（ＧＭ７００（三菱化学社製））
接着性樹脂層：アドマーＮＦ５００（三井化学社製）
ポリアミド樹脂層：ＮＯＶＡＭＩＤ（６－６６共重合ナイロン（６６ナイロン含有率１５
％））（三菱エンジニアリングプラスチックス社製）
ＥＶＯＨ層：ソアノール（エチレン含量４４モル％タイプ）（日本合成化学社製）
シール性樹脂層：ノバテックＬＤ（ＬＤＰＥ（融点１０９℃）（日本ポリエチレン社製）
）
【００７３】
　＜深絞り成形容器の作製＞
  上記の実施例および比較例にて作製したフィルムを成形して底材とし、深絞り成形容器
を作製した。成形条件および用いた蓋材の構成を以下に示す。
（成形条件）
深絞り包装機：ムルチバック社製Ｒ５３０
成形温度：９５℃
フィルム加熱時間：３秒
成形時間：２秒
シール温度：１３０℃
パック品の大きさ：縦１７０ｍｍ×横１２７ｍｍの長方形
シール幅：５ｍｍ幅の枠シール
（蓋材の構成）
ＰＥＴ（１２μｍ）／／ＥＶＯＨ（１０μｍ）／Ｎｙ（３０μｍ）／接着樹脂層（１０μ
ｍ）／層間剥離タイプイージーピール層（２０μｍ）／（ＰＥシーラント）（７０μｍ）
  蓋材における各層に用いた樹脂を以下に示す。
ＰＥＴ層：ダイヤホイル（三菱化学ポリエステルフィルム社製）
ＥＶＯＨ層：ソアノール（エチレン含量４４モル％タイプ）（日本合成化学社製）
Ｎｙ層：ＮＯＶＡＭＩＤ（６－６６共重合ナイロン（６６ナイロン含有率１５％））（三
菱エンジニアリングプラスチックス社製）
接着性樹脂層：アドマーＮＦ５００（三井化学社製）
ＥＶＯＨ層：ソアノール（エチレン含量４４モル％タイプ）（日本合成化学社製）
イージーピール層：タフマー（エチレン－ブテン－１）（三井化学社製）
ＰＥシーラント層：ノバテックＰＥ（日本ポリエチレン社製）
【００７４】
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　＜評価方法＞
  実施例１～２および比較例１で得られた成形品について成形性、隠蔽性、層間強度、低
温衝撃性（落下テスト）、およびミサイル衝撃強度値を以下の方法により評価した。結果
を表１に示す。
【００７５】
　（成形性）
  深絞り包装機の成形工程において、絞り深さ３５ｍｍ、入れ子の形状はリブが複雑なも
のとし、良好に成形ができることを以下の基準により評価した。
○：成形性良好
△：成形性やや悪い
×：成形性悪い
【００７６】
　（隠蔽性）
  底材に成形する前のフィルムを分光光度計で測定し、得られた全光透過率を以下の基準
により評価した。
○：全光透過率２０％以上
△：全光透過率１０％以上２０％未満
×：全光透過率１０％未満
【００７７】
　（層間剥離強度）
  底材に成形する前のフィルムを用い、引張試験機（引張速度：２００ｍｍ／分）により
層間剥離強度を以下の基準により測定した。
○：９．８Ｎ／１５ｍｍ幅以上
△：５．８８Ｎ／１５ｍｍ幅以上９．８Ｎ／１５ｍｍ幅未満
×：５．８８Ｎ／１５ｍｍ幅未満
【００７８】
　（低温衝撃性（落下テスト））
  各トレー内に１２０ｇの内容物を収納し、蓋材をシールした後、２ケースの段ボール箱
内に２列、５段でパック品各１０個を入れて、０℃×２４時間保管後、１．０ｍの高さか
ら段ボール箱を側面から落下させて、底材のフランジ部割れの有無を以下の基準により評
価した。
○：フランジ部割れが全くなかった。
△：２０個中１～３個に底材フランジ部割れが見られた。
×：２０個中４個以上に底材フランジ部割れが見られた。
【００７９】
　（ミサイル衝撃強度値）
  －１０℃、－５℃、０℃、および５℃の各測定温度（雰囲気温度）において、直径１２
．７ｍｍの半球状の先端を有する金属棒（撃心）で試料フィルムを高速（３ｍ／秒）で打
ち抜いた時の衝撃破壊エネルギーを求めた。なお、ここにいう「衝撃破壊エネルギー」と
は、金属棒に負荷される応力と試料フィルムの伸びの積分値であり、Ｎ・ｍｍの単位で表
される。
【００８０】
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【表１】

【００８１】
　表１より本発明のフィルムで形成された深絞り成形容器は、従来の深絞り成形容器と比
較すると、良好な成形性が得られ、かつ低温における衝撃強度が良好であった。これより
本発明のフィルムは、高衝撃強度と良好な成形性が得られることが分かる。
【００８２】
　以上、現時点において、もっとも、実践的であり、かつ、好ましいと思われる実施形態
に関連して本発明を説明したが、本発明は、本願明細書中に開示された実施形態に限定さ
れるものではなく、請求の範囲および明細書全体から読み取れる発明の要旨あるいは思想
に反しない範囲で適宜変更可能であり、そのような変更を伴う深絞り成形用共押出フィル
ム、底材および深絞り成形容器もまた本発明の技術的範囲に包含されるものとして理解さ
れなければならない。
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